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１．損益計算書の状況

◆1-1 連結情報 （短信：3ページ）

1

当連結会計年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）におけるわが国経済は、一部に

景気持直しの兆しが見られたものの、本格的な景気回復には至らず、引き続き厳しい状況で推移い

たしました。

このような経営環境のもと当社グループは、お客様の期待値を超える際立った価値を持つ商品の

開発に注力するとともに、オフィスワーカーの生産性向上など企業価値を高めるソリューション提案

を積極的に推進し、需要を喚起いたしました。

海外市場におきましては、ドイツで開催された世界 大級の国際オフィス家具見本市「オルガテッ

ク2010」や中国 大級の文具見本市「広州ブックフェア」に出展し、海外戦略商品に高い評価を頂き

ました。また、上海万博「日本産業館」において提案いたしました、当社グループの商品やサービス

を通して次世代の郵便局を体験できる「未来郵便局体験館」には360万人が来場し、コクヨブランド

の認知度向上に大きく貢献いたしました。

一方、環境活動におきましては、商品開発や梱包、配送方法等を徹底的に見直し、目標である３

年間で「エコバツマーク」の全廃を達成いたしました。「エコバツマーク」とは、平成２０年版総合カタロ

グから、環境対応が十分でない自社商品が一目でわかるように「バツマーク」を表示したものです。

この活動により、商品開発やマーケティングにおいてエコを意識して取り組む風土が芽生え、金属製

のホチキス針を使わずに紙を綴じることができる針なしステープラー「ハリナックス」等の環境に配慮

した商品の開発に大きく貢献いたしました。

以上の結果、売上高は2,618億円（前年同期比1.8％減）となり、高付加価値商品の売上増及び販

管費の削減等により、営業利益は32億円（前年同期比466.8％増）となり、経常利益は33億円（前年

同期比229.4％増）となり、当期純利益は8億円（前年同期比37.0％増）となりました。

(単位：百万円)

売 上 高 266,725 261,873 △4,852 △1.8%

売 上 総 利 益 86,466 86,031 △435 △0.5%

（率） (32.4%) (32.9%) (＋0.5%)

販売費及び一般管理費 85,887 82,748 △3,139 △3.7%

（率） (32.2%) (31.6%) (△0.6%)

営 業 利 益 579 3,282 ＋2,703 ＋466.8%

（率） (0.2%) (1.3%) (＋1.1%)

経 常 利 益 1,009 3,324 ＋2,315 ＋229.4%

（率） (0.4%) (1.3%) (＋0.9%)

当 期 純 利 益 595 815 ＋220 ＋37.0%

（率） (0.2%) (0.3%) (＋0.1%)

（注）連結子会社22社・持分法適用関連会社２社となっております。

増減率
21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）



◆1-2 売上高及び売上総利益 （短信：13ページ）

売上高は景気後退による需要の減少等により、2,618億円（前年同期比1.8％減）となりました。
売上総利益は減収による総利益の減少等により860億円（前年同期比0.5％減）となりました。

売上総利益率は競争激化による影響があったものの、コストダウンの推進や高付加価値商品
の売上増等により32.9％（前年同期比0.5％増）となりました。

31.1%

32.8%

売上総利益率

32.1%

334,064

354,536

109,527 110,145

（単位：百万円）

326,120

104,546

売上高
売上総利益

261,873

86,031

35.0%

34.0%

33.0%

31.0%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。 2

32.0%

0

100,000

260,000

360,000

320,000

120,000

340,000

300,000

～～

～～

280,000

80,000

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

266,725

86,466

22年12月期
<１～12月>

32.9%
32.4%

(単位：百万円)

20年12月期
<１～12月>

334,064 354,536 326,120 266,725 261,873 △4,852 △1.8%

109,527 110,145 104,546 86,466 86,031 △435 △0.5%

(32.8%) (31.1%) (32.1%) (32.4%) (32.9%) (＋0.5%)

95,286 103,337 99,192 85,887 82,748 △3,139 △3.7%

(28.5%) (29.2%) (30.5%) (32.2%) (31.6%) (△0.6%)

14,241 6,808 5,354 579 3,282 ＋2,703 ＋466.8%

(4.3%) (1.9%) (1.6%) (0.2%) (1.3%) (＋1.1%)

15,051 6,565 4,203 1,009 3,324 ＋2,315 ＋229.4%

(4.5%) (1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (＋0.9%)

5,968 △ 2,045 △ 11,990 595 815 ＋220 ＋37.0%

(1.8%) (△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (＋0.1%)

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益



◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信： 13ページ）

□主な販管費の実績

販売費及び一般管理費は販促活動を積極的に行い販売費が増加したものの、経費削減に努
めた結果827億円（前年同期比3.7％減）となり、売上高販管費率は31.6％（前年同期比0.6％減）
となりました。

0.0%

9.0%

13.0%

物流費

人件費

□主要項目の対売上高比率の推移

0

～～

110,000

80,000

95,286

103,337
99,192

□販売費及び一般管理費の推移 （単位：百万円）

82,748

～～

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

3

100,000

7.0%
～～

9.4%

7.7%

28.5%

9.2%

7.8%

29.2%

10.0%

8.1%

30.5%

28.0%

30.0%

32.0%

販管費合計
34.0%

11.5%

8.2%

31.6%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

90,000

11.0%

11.4%

8.3%

32.2%

22年12月期
<１～12月>

85,887

22年12月期
<１～12月>

(単位：百万円)

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
販管費

売上高
販管費率

販管費
売上高

販管費率
前年差額 前年率差

人件費 31,490 9.4% 32,776 9.2% 32,708 10.0% 30,301 11.4% 30,160 11.5% △141 ＋0.1%

減価償却費 3,835 1.1% 3,758 1.1% 3,653 1.1% 3,345 1.3% 2,925 1.1% △420 △0.2%

物流費 25,575 7.7% 27,735 7.8% 26,520 8.1% 22,170 8.3% 21,572 8.2% △598 △0.1%

販売費 6,781 2.0% 7,770 2.2% 6,859 2.1% 5,387 2.0% 6,140 2.3% ＋753 ＋0.3%

賃借料 2,413 0.7% 3,620 1.1% 3,779 1.2% 3,259 1.2% 2,930 1.1% △329 △0.1%

その他 25,192 7.6% 27,678 7.8% 25,673 8.0% 21,425 8.0% 19,021 7.3% △2,404 △0.7%

販管費合計 95,286 28.5% 103,337 29.2% 99,192 30.5% 85,887 32.2% 82,748 31.6% △3,139 △0.6%

前年差額
18年

<１～12月>
19年

<１～12月>
20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>



◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：13ページ）

経費削減に努めた結果、前年同期に比べて固定費を25億円削減し、損益分岐点売上高を157
億円引き下げました。

0

～～

80,000

60,000

69,711

75,602

72,672

61,176

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

70,000

□固定費の推移 （単位：百万円） *固定費・・・物流費を除く販管費

0

～～

340,000

280,000 277,396

325,247

303,742

248,535

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

300,000

□損益分岐点売上高の推移 （単位：百万円）

320,000

4

2,541百万円

削減

15,788百万円

引き下げ

260,000

240,000

63,717

22年12月期
<１～12月>

264,323

22年12月期
<１～12月>



◆1-4 営業利益及び経常利益 （短信：13ページ）

総利益率の改善及び販管費の削減等により、営業利益は32億円（前年同期比466.8％増）とな
り、経常利益は33億円（前年同期比229.4％増）となりました。

営業利益

15,051

6,565
6,808

4,203

5,354

経常利益

3,3243,282

売上高営業利益率

4.3%

1.9% 4.0%

6.0%

1.6%

2,000

6,000

14,000

12,000

10,000

8,000

14,241

2.0%

0.0%

1.3%

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

0

（単位：百万円）
16,000

5
（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。

同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

4,000

1,009
579

22年12月期
<１～12月>

0.2%

(単位：百万円)

20年12月期
<１～12月>

334,064 354,536 326,120 266,725 261,873 △4,852 △1.8%

109,527 110,145 104,546 86,466 86,031 △435 △0.5%

(32.8%) (31.1%) (32.1%) (32.4%) (32.9%) (＋0.5%)

95,286 103,337 99,192 85,887 82,748 △3,139 △3.7%

(28.5%) (29.2%) (30.5%) (32.2%) (31.6%) (△0.6%)

14,241 6,808 5,354 579 3,282 ＋2,703 ＋466.8%

(4.3%) (1.9%) (1.6%) (0.2%) (1.3%) (＋1.1%)

15,051 6,565 4,203 1,009 3,324 ＋2,315 ＋229.4%

(4.5%) (1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (＋0.9%)

5,968 △ 2,045 △ 11,990 595 815 ＋220 ＋37.0%

(1.8%) (△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (＋0.1%)

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費

（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益



◆1-5 当期純利益 （短信：13ページ）

売上高当期純利益率

主な特別損益項目
○特別利益・・・合計11億円

匿名組合出資金分配金・・・8億円
固定資産売却益 ・・・2億円 等

○特別損失・・・合計16億円
事業構造改革費用 ・・・5億円
固定資産除却損 ・・・5億円
投資有価証券評価損・・・4億円 等

（単位：百万円）
5,968

△2,045 △11,990

当期純利益

△11,000

815

0

6,000

5,000

4,000

3,000

△0.6%

1.8%

△3.7%

0.3%
0.0%

2.0%

△4.0%

6

△12,000

（ご参考）
21年12月期＜１～12月＞の主な特別損益項目

○特別利益・・・合計30億円
固定資産売却益 ・・・23億円
違約金収入 ・・・ 5億円 等

○特別損失・・・合計１5億円
投資有価証券評価損 ・・・ 8億円
貸倒引当金繰入額 ・・・ 2億円
店舗閉鎖損失 ・・・ 2億円 等

△2.0%

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

△2,000

△3,000

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

～～

～～

2,000

1,000
595

0.2%

22年12月期
<１～12月>

(単位：百万円)

15,051 6,565 4,203 1,009 3,324 ＋2,315 ＋229.4%

(4.5%) (1.9%) (1.3%) (0.4%) (1.3%) (＋0.9%)

△1,216 ＋481 △13,613 ＋1,444 △462 △1,906 －

特 別 利 益 ＋1,374 ＋4,052 － ＋3,020 ＋1,188 △1,832 △60.7%

特 別 損 失 △ 2,590 △ 3,571 △ 13,613 △ 1,576 △ 1,650 △74 －

13,835 7,046 △ 9,409 2,453 2,861 ＋408 ＋16.6%

(4.1%) (2.0%) (△2.9%) (0.9%) (1.1%) (＋0.2%)

7,867 9,091 2,581 1,858 2,046 ＋188 ＋10.1%

5,968 △ 2,045 △ 11,990 595 815 ＋220 ＋37.0%

(1.8%) (△0.6%) (△3.7%) (0.2%) (0.3%) (＋0.1%)

当 期 純 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

（率）

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
18年

<１～12月>
19年

<１～12月>
20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>



２．貸借対照表の状況 （短信：11,12ページ）

22年12月末

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など
自己株式

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

2,520

207

64

256

507

240

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

現金預金・
有価証券

売上債権

たな卸資産

その他流動資産

その他固定資産

10

（単位：億円）

＋21（＋8.8%）

+3（+0.6%）

+2（+0.8%）

+3（+4.7%）

414 △2（△0.5%）

780

52
投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産

△9（△1.2%）

△8（△15.4%）

△2（△1.0%）

+3（+0.8%）

+24（+10.9%）

△10（△0.7%）

△150

前年差額（増減率）

△143

2,528

資産の部

負債・純資産の部

主な増減要因

主な増減要因

+8（+0.3%）総資産

21年12月末 22年12月末

（単位：億円）

△4（△1.2%）

1,366

190

158

220

394

325

純利益 ＋8億円

配当金支払 △17億円

21年12月末

△5（△50%）

総資産は、前年とほぼ横ばいの2,528億円となりました。

7

3,000

前年差額（増減率）

261

510

258

67

771

44

412

205

397

321

244

158

190

1,356

自己株式 △143
5

現金 ＋19億円

有価証券 ＋2億円

遊休地等売却 △9億円



３．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：16,17ページ）

□ 設備投資・減価償却額の推移 建物 システム 機械 その他

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

0

20

40

60

80

23

7

7

6

43

62

31

27

38

4
100

59

12

12

18

7

49

64

2

10

18

4

34

63

（単位:億円）

減価償却

22年12月末21年12月末 ＋15

現預金
239

＋89

現預金
254

△26
営業CF

財務CF

投資CF

△47

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
22年12月期 <１～12月>

＜平成22年12月期<１～12月>のキャッシュフローについて＞

・営業活動では、税金等調整前当期純利益28億円、減価償却費60億円等により89億円の資金増となり
ました。

・投資活動では、設備投資等48億円、有形固定資産の売却による収入11億円により、47億円の資金減
となりました。

以上の結果、フリーキャッシュフロー*は42億円となりました。

・財務活動では、配当金の支払17億円、借入金返済3億円等により、26億円の資金減となりました。

・当期末の資金は254億円となり、期首から15億円の増加となりました。

*  フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー

8

フリーキャッシュフロー ＋42億
営業キャッシュフローは89億円、フリーキャッシュフローは42億円となりました。

□ キャッシュフロー計算書
22年12月期 <１～12月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
有形固定資産の売却による収入
その他

◆財務キャッシュフロー
配当金の支払
借入金返済
その他

＋89億円
28億円
60億円
1億円

△47億円
△48億円

11億円
△10億円

△26億円
△17億円
△3億円
△6億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

100

22年12月期
<１～12月>

3

11

30

4

48

60

換算
差額等

△1



４．事業セグメントの損益状況

◆4-1 ステーショナリー関連事業 （短信：4ページ）
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4,338

8,552

171,077
173,380

168,902

4,423

0

160,000

170,000

180,000

150,000

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

0

4,000

5,000

6,000

8,000

9,000

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

～
～

148,986

21年12月期
<１～12月>

6,532

21年12月期
<１～12月>

7,000

～
～

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

153,655

22年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

4,872

ステーショナリー関連事業におきましては、景気後退による消耗品の買控え等の影響により、厳しい状況で

推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、累計2,400万個以上を販売したテープのり「ドットライナー」の新シリー

ズとして業界初のノック式を採用した「ドットライナーノック」のほか、小中学生向けに罫線の間隔を広げた

「キャンパスノート（幅広ドット入り罫線）」等の高付加価値商品を発売し、シェア拡大を図りました。

また、オフィス通販事業におきましては、創業10周年を迎えた「カウネット」が記念キャンペーンを実施する等、

積極的な販促活動を展開し、過去 高の収益を達成いたしました。

海外市場におきましては、ベトナムや中国を中心として現地生産体制を整備するとともに、商品ラインアップ

の拡充や販売チャネルの開拓等に注力し、現地ノート市場のシェア拡大と販売網の構築に努めました。

中国の上海・北京地区で展開しているオフィス通販「Easybuy（イージーバイ）」は、中国政府による外資への

ネット通販解禁を機に、ビジネスモデルをカタログ通販からネット通販へ移行いたしました。これにより、幅広い

層の新規会員の獲得を一層推進いたしました。

以上の結果、売上高は1,489億円（前年同期比3.0％減）となり、営業利益は高付加価値商品の売上増等に

より65億円（前年同期比34.1％増）と増益となりました。

(単位：百万円)

ステーショナリー

売 上 高 171,077 173,380 168,902 153,655 148,986 △4,669 △3.0%

売 上 総 利 益 55,879 54,994 53,568 51,133 51,605 ＋472 ＋0.9%
（率） (32.7%) (31.7%) (31.7%) (33.3%) (34.6%) (＋1.3%)

販売費及び一般管理費 47,327 50,656 49,145 46,261 45,073 △1,188 △2.6%
（率） (27.7%) (29.2%) (29.1%) (30.1%) (30.2%) (＋0.1%)

営 業 利 益 8,552 4,338 4,423 4,872 6,532 ＋1,660 ＋34.1%
（率） (5.0%) (2.5%) (2.6%) (3.2%) (4.4%) (＋1.2%)

（ご参考）カウネット売上高　498億円（前年比　10.6％増） 

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
18年

<１～12月>
19年

<１～12月>
21年12月期
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>



ファニチャー関連事業におきましては、企業の設備投資意欲は依然として冷え込んでおり、引き続き厳しい

状況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、商品販売中心のビジネスモデルから、設計やコンサルティング、運

用にいたるまで空間全体でお客様の活動を支援する「空間価値提供型ビジネス」へと変革を図ってまいりまし

た。

11月に開催した「コクヨフェア2011」におきましては、オフィス空間や医療・クリニック施設、教育関連施設、

官公庁施設のモデル空間を展示し、当社が培ってきた実績・ノウハウに基づいたソリューション提案を行ない、

需要を喚起いたしました。また、モデル空間には、お客様の困りごとを収集して開発した新商品として、学習

空間にふさわしい機能・デザインを採用した教育施設用家具 「Ｃａｍｐｕｓ（キャンパス）」シリーズのほか、自

治体等において、来訪者と窓口対応者が快適に使える機能・デザインを取り入れたカウンター「ＦＢシリーズ」

等を展示いたしました。

また、設計から運営まで携わり、10月にオープンした「ホテルカンラ京都」等、オフィスや公共空間以外の新

分野にも空間価値の提供に取り組みました。

海外市場におきましては、現地向け商材の開発や現地企業に対する営業活動を強化し、新規市場の開拓

を推進いたしました。

以上の結果、売上高は1,004億円（前年同期比1.3％増）となり、営業損失は28億円となりました。

◆4-2 ファニチャー関連事業 （短信：4ページ）
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18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

139,730

156,138

138,216

100,447

0

130,000

140,000

160,000

120,000

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

～
～

21年12月期
<１～12月>

90,000

150,000

5,471

2,559

1,505

△2,824

3,000

4,000

5,000

6,000

2,000

△3,000

△4,000

～
～

110,000

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

1,000

0100,000
99,179

22年12月期
<１～12月>

21年12月期
<１～12月>

△3,613

(単位：百万円)

ファニチャー

売 上 高 139,730 156,138 138,216 99,179 100,447 ＋1,268 ＋1.3%

売 上 総 利 益 48,714 50,247 47,084 32,771 32,081 △690 △2.1%
（率） (34.8%) (32.1%) (34.1%) (33.0%) (31.9%) (△1.1%)

販売費及び一般管理費 43,243 47,688 45,579 36,384 34,906 △1,478 △4.1%
（率） (30.9%) (30.5%) (33.0%) (36.6%) (34.7%) (△1.9%)

営 業 利 益 5,471 2,559 1,505 △ 3,613 △ 2,824 ＋789 －
（率） (3.9%) (1.6%) (1.1%) (△3.6%) (△2.8%) (＋0.8%)

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
18年

<１～12月>
19年

<１～12月>
21年12月期
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>



◆4-3 店舗関連事業 （短信：5ページ）

11

店舗関連事業におきましては、景気後退による小売業界の投資抑制及び店舗統廃合等の影響を強く受け、

引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、店舗関連事業の再構築のため、在庫圧縮等の効率化を推進する

とともに、収益性を重視した営業施策を実施してまいりました。また、主要なお客様である小売業界に対して、

店舗運営や在庫管理等、多様なソリューションを提供し、お客様の課題解決と企業価値の向上を支援いたし

ました。

以上の結果、売上高は124億円（前年同期比10.4%減）となり、営業損失は4億円となりました。

なお、店舗関連事業は、オフィスを始めとした様々な空間構築を手がけるファニチャー関連事業と一体化

することで、空間価値提供力を向上させることを目的として、平成23年1月1日をもって統合することを決定い

たしました。

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前は、各年の<１～12月>（12ヶ月間）の数値を使用しています。

18年
<１～12月>

19年
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

23,257

25,018

19,000

12,439

0

18,000

20,000

24,000

26,000

22,000

218

△90 △574 △425

△600

△200

200

0

400

△400

12,000

△800
18年

<１～12月>
19年

<１～12月>
20年12月期
<１～12月>

22年12月期
<１～12月>

～
～

16,000

14,000

21年12月期
<１～12月>

13,890

△679

21年12月期
<１～12月>

(単位：百万円)

店舗

売 上 高 23,257 25,018 19,000 13,890 12,439 △1,451 △10.4%

売 上 総 利 益 4,934 4,904 3,894 2,562 2,343 △219 △8.5%
（率） (21.2%) (19.6%) (20.5%) (18.4%) (18.8%) (＋0.4%)

販売費及び一般管理費 4,716 4,994 4,468 3,241 2,769 △472 △14.6%
（率） (20.3%) (20.0%) (23.5%) (23.3%) (22.2%) (△1.1%)

営 業 利 益 218 △ 90 △ 574 △ 679 △ 425 ＋254 －
（率） (0.9%) (△0.4%) (△3.0%) (△4.9%) (△3.4%) (＋1.5%)

22年12月期
<１～12月>

前年差額
（前年率差）

増減率
18年

<１～12月>
19年

<１～12月>
21年12月期
<１～12月>

20年12月期
<１～12月>



５．株主還元 （短信：7ページ）

□ 配当の状況

□ 株主優待制度について

株主の皆様の日頃のご支援にお応えするとともに、実際に当社グループ商品をご使用頂くことにより、

当社グループに対するご理解を一層深めて頂くために、株主優待制度を設けております。

優待制度の内容

(1)対象株主
毎年12月末現在の株主名簿に記録された１単元（100株）以上所有の株主様

(2)株主優待の内容

5,000円相当の当社グループ商品1,000株以上

2,000円相当の当社グループ商品100株～999株

優待品所有株数

(3)贈呈時期
毎年３月中旬の予定

利益配分に関する基本方針

1株当たり配当金

利益配分に関する基本方針は、更なる株主重視の経営を目指し、従来の安定配当に加えて連結業績

を考慮し、配当性向20％以上を目処とした配当政策を実施してまいります。

当期におきましては、この方針を念頭におき、１株当たり15円（中間期末７円50銭、期末７円50銭）を予

定しております。また、次期の１株当たり配当金は15円（中間期末７円50銭、期末７円50銭）を予定してお

ります。

内部留保資金につきましては、経営体質の一層の強化と将来の企業価値を高めるための投資に活用

してまいります。

通 期 ： （中間 7円50銭、期末 7円50銭＜予定＞）15円00銭

12



６．平成２３年１２月期の見通し（短信：1ページ）
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◆6-1 連結業績見通しについて

（注）この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

*平成23年12月期よりファニチャー関連事業、店舗関連事業のセグメントを統合し、ファニチャー関連事業といたします。そ
のため、平成22年12月期のファニチャー関連事業の数値は、旧ファニチャー関連事業と店舗関連事業を合算した数値と
なっております。

今後のわが国経済は、一部で企業収益の改善が見られるものの、全体としては設備投資及び個人消費が

依然として低迷すると予想され、当社グループを取り巻く環境は厳しい状況が続くと思われます。

このような状況のもと当社グループは、お客様起点のビジネスを推進するため、ステーショナリー関連事業、

ファニチャー関連事業の２事業制に組織を再編するとともに、お客様の期待値を超える際立った商品・サービ

スを提供することで、従来の「お客様に選ばれる企業」から、「選ばれ続ける企業」へと変革し、成熟した国内

市場でシェア拡大を図ってまいります。

一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国において、現地のニーズに適応した商品の開

発や販売網の構築等を積極的に推進し、アジアを新たな収益基盤とする「アジア企業」へと速やかに変革し

てまいります。

また、環境に配慮した商品やソリューションをお客様にご使用いただくことで、エコに対する意識と創造性に

働きかける「エコ＋クリエイティブ」の考え方を積極的に提案し、当社ならではの方法でお客様の環境対策を

支援してまいります。

次期の見通しに関しましては、売上高2,620億円、営業利益40億円、経常利益40億円、当期純利益13億円

を見込んでおります。

設備投資 50億円（前年48億円） 減価償却 64億円（前年 60億円）

第２四半期累計 (単位：百万円)

140,741 139,500 △1,241 △0.9%

ステーショナリー 77,594 77,000 △594 △0.8%

フ ァ ニ チ ャ ー 63,146 62,500 △646 △1.0%

（率） 5,061 (3.6%) 4,800 (3.4%) △261 △0.2% △5.2%

ステーショナリー （率） 4,973 (6.4%) 4,700 (6.1%) △273 △0.3% △5.5%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） 87 (0.1%) 100 (0.2%) ＋13 ＋0.1% ＋14.9%

（率） 5,334 (3.8%) 4,900 (3.5%) △434 △0.3% △8.1%

（率） 2,028 (1.4%) 2,100 (1.5%) ＋72 ＋0.1% ＋3.6%

通　期 (単位：百万円)

261,873 262,000 ＋127 ＋0.0%

ステーショナリー 148,986 148,800 △186 △0.1%

フ ァ ニ チ ャ ー 112,886 113,200 ＋314 ＋0.3%

（率） 3,282 (1.3%) 4,000 (1.5%) ＋718 ＋0.2% ＋21.9%

ステーショナリー （率） 6,532 (4.4%) 6,200 (4.2%) △332 △0.2% △5.1%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） △ 3,249 (△2.8%) △ 2,200 (△1.9%) ＋1,049 ＋0.9% －

（率） 3,324 (1.3%) 4,000 (1.5%) ＋676 ＋0.2% ＋20.3%

（率） 815 (0.3%) 1,300 (0.5%) ＋485 ＋0.2% ＋59.5%

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

当 期 純 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

売 上 高

増減率
22年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

23年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

売 上 高

営 業 利 益

22年12月期
第２四半期累計　実績

（６ヶ月）

23年12月期
第２四半期累計　予想

（６ヶ月）
前年差額 前年率差 増減率

前年差額 前年率差



◆6-2 連結業績の推移

1,009

6,565

4,203
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◆6-3  ステーショナリー関連事業 （短信：6ページ）

＜ステーショナリー関連事業について＞

ステーショナリー関連事業は、企業の消耗品の買い控え、オフィス通販分野における競争激化等、

厳しい状況が続くものと思われます。

このような状況のもと当社グループは、「強み」を発揮できる商品カテゴリーに経営資源を集中し、

シェアNO.1商品を数多く生み出すことで、収益の拡大を図ってまいります。

また、新興国におきまして、販売チャネルの積極的な開拓や提携、無線綴じノートの商品ライン

アップの拡充を推進し、現地市場におけるシェア拡大を図ってまいります。一方先進国におきまして

は、テープのり「ドットライナー」等の高付加価値商品を提供し、収益の拡大を図ります。

オフィス通販事業に関しましては、オリジナル商品の開発を推進し差別化を図るとともに、拡販キャ

ンペーン等の販売促進活動を効果的に展開することにより、売上の拡大を図ってまいります。

次期の見通しに関しましては、売上高1,488億円、営業利益62億円を見込んでおります。
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ステーショナリー

売 上 高 148,986 148,800 △186 △0.1%
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◆6-4  ファニチャー関連事業 （短信：6ページ）
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100,000

△4,000

△5,000

80,000

112,886

22年12月期

△3,249

22年12月期

*平成23年12月期よりファニチャー関連事業、店舗関連事業のセグメントを統合し、ファニチャー関連事業といたし
ます。そのため、平成22年12月期以前のファニチャー関連事業の数値は、旧ファニチャー関連事業と店舗関連事
業を合算した数値となっております。

＜ファニチャー関連事業について＞

ファニチャー関連事業は、企業の設備投資の抑制傾向が続き、オフィスの新規・リニューアル需要

は低調に推移することが見込まれます。

このような状況のもと当社グループは、製販一体となり「空間価値提供型ビジネス」への変革を推

進するとともに、製品開発、生産、販売、物流にいたる基幹システムを15年ぶりに刷新させることで、

すべてのバリューチェーンにおいてお客様起点のビジネスを進め、効率化とさらなる付加価値の提

供を図ってまいります。

また、オフィス以外にも、教育・医療・官公庁を始め、様々な空間に対して価値提供を図るほか、今

回統合いたしました店舗関連事業に関しましても、店舗の空間構築事業に対して多様なソリューショ

ンを提供し、お客様の課題解決と企業価値向上を支援してまいります。

海外展開におきましては、アジアにおいて、新製品の投入、販売チャネルの開拓を積極的に推進

し、シェア拡大を図ってまいります。

次期の見通しに関しましては、売上高1,132億円、営業損失22億円を見込んでおります。
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前年差額
（前年率差）

増減率



コクヨグループは、商品開発や梱包、配送方法等を徹底的に見直し、目標である3年間で「エ
コバツマーク」の全廃を達成いたしました。

「エコバツマーク」とは、平成20年版総合カタログから、環境対応が十分でない自社商品が一
目でわかるように「バツマーク」を表示したものです。この活動により、商品開発やマーケティン
グにおいてエコを意識して取り組む風土が芽生え、金属製のホチキス針を使わずに紙を綴じる
ことができる針なしステープラー「ハリナックス」等の環境に配慮した商品の開発に大きく貢献い
たしました。

コクヨグループは、今後も引き続き自社グループにおける商品の環境配慮を継続していきま
す。

エコバツマークゼロを達成 （短信：3ページ）

～総合カタログに掲載する全商品をエコ対応～
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７．主なトピックス

「エコバツマーク」

●エコバツマーク削減実績
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世界的な見本市でコクヨブランドの認知度向上へ （短信：3ページ）

～上海万博やオルガテック2010に出展～
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コクヨグループでは、海外販売の強化を目的として上海万博や世界規模の見本市等に出展し、
コクヨブランドの認知度向上や、市場マーケティング、ビジネスパートナーの開拓を推進いたしま
した。

上海万博では、「日本産業館」にて当社グループの商品やサービスと次世代の郵便局を組み
合わせた「未来郵便局体験館」を出展し360万人が来場しました。また、ドイツで開催された世
界 大級の国際オフィス家具見本市「オルガテック2010」や、中国 大級の文具見本市「広州
ブックフェア」では、現地ユーザーや販売代理店等に対して海外戦略商品を提案し、コクヨブラ
ンドの認知度向上を図りました。

オルガテック 広州ブックフェア

上海万博
日本産業館

新デスクシステム「ハーモニー」を展示 現地仕様の「キャンパスノート」を展示・販売

未来郵便局でステーショナリーを展示・販売



コクヨ株式会社は、平成22年11月18日と19日、コクヨ東京ショールームにおいて
「2011 KOKUYO FAIR（コクヨフェア）」を開催し、約9,000人のお客様が来場しました。

当フェアは、平成20年11月にショールーム5階に開設した実験オフィス「エコライブオフィス品
川」や、当社が注力する官公庁・医療・教育施設等のモデル空間を創設した4階のシーン展示フ
ロア、応接室や会議室等を展示した3階のエグゼクティブフロアで開催し、ファニチャーを中心と
した新製品やソリューションを提案しました。

エコライブオフィス品川では、コンセプトである「エコ＋クリエイティブ」を進化させ、「ゼロエネル
ギーへの挑戦」をテーマにした取り組みや、さまざまな試作品を展示するとともに、社員が実際
に執務を行いクリエイティブワークスタイルを提案しました。

4階のシーン展示フロアでは、各モデル空間においてお客様に体感していただきながら、その
魅力を紹介し、3階のエグゼクティブフロアでは、デザイン性に優れたガラスパーティション等、
洗練された空間を提案しました。

また、環境省環境事務次官の小林光氏やデザイナーのグエナエル・ニコラ氏等によるエコ・ク
リエイティブセミナーや各種ビジネスセミナーを開催しました。
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エコ+クリエイティブをテーマにしたライブオフィス 新製品を中心としたイスをラインアップ

大学の講義室をイメージした空間 自治体の窓口をイメージした空間

コクヨフェア2011を開催 （短信：4ページ）

～次世代オフィスソリューションを展示～



ホテルカンラ京都をオープン （短信：4ページ）

～教育施設をホテルに用途転換～
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コクヨファニチャー株式会社（以下、コクヨファニチャー）と、その子会社である株式会社都市デ
ザインシステム（以下、都市デザインシステム）は、教育施設を用途転換した「ホテルカンラ京
都」を平成22年10月にオープンしました。

コクヨファニチャーは、主に法人向けのオフィス構築事業に加え、オフィスワーカーの「知的生
産性」・「知的創造性」の向上、ワークスタイル変革等ユーザーの課題に応じた提案活動を展開
しています。一方、都市デザインシステムは、建築・不動産の企画・設計・運営を数多く手がけ
ています。

ホテルカンラ京都は、建築主の要望であった「不動産の有効活用」に対して、都市デザインシ
ステムが、教育施設からホテルにコンバージョンする提案を期に、コクヨファニチャーが参画し
たプロジェクトです。また、コクヨグループとして「不動産の有効活用」のコンサルティングから企
画・設計・空間デザイン・施工・家具・経営・運営の全過程に取り組んだ 初のプロジェクトとな
ります。

コクヨファニチャーと都市デザインシステムは、コクヨグループとして、今後も本プロジェクトの
ようにオフィス空間にとどまらず、さまざまな空間構築の実績を積み重ねていくことで提供価値
の向上図ります。

京都の古い家屋をイメージした外観 客室：メゾネットルーム

エントランス客室：デラックスルーム
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コクヨファニチャー株式会社は、主に大学の中小講義室で使用する教育施設用家具「Ｃａｍｐｕｓ

（キャンパス）」シリーズを発売しました。
ラインナップは、洗練されたデザインで持ち運びしやすいクリアサイドグリップと足元を清潔に保

つクリアプロテクターが特長の「デスク」2タイプ（ポリカーボネート、スチール幕板）、90分間の快適
な座り心地と清潔感を徹底的に追及した座面が特長の「チェアー」2タイプ（水平スタック、垂直ス
タック）、デスクとチェアーとともに教室空間全体をコーディネートする「教卓」2タイプ（ポリカーボ
ネート幕板、スチール幕板）の計6タイプです。

今後、当社グループ独自の「Campus」シリーズは、学生を中心とした全ての学ぶ方々に文具・
家具・空間等を通じて更なる価値を提供していきます。

教育施設用家具「Ｃａｍｐｕｓ（キャンパス）シリーズ」発売 （短信4：ページ）

～Ｃａｍｐｕｓブランドの家具シリーズを初展開～

Campus Desk Campus Chair

コクヨファニチャー株式会社は、自治体等の窓口業務をサポートするカウンター「FBシリーズ」を
発売しました。

ＦＢシリーズは、自治体等の窓口現場の声を収集して、来訪者が快適に使用でき、かつ窓口担
当者の業務を快適にサポートすることをコンセプトに開発しました。

来訪者側のカウンター下部には車椅子利用に対応したキックガードを設けたほか、杖や傘の
取手が滑りにくい天板エッジを採用するなど、ユニバーサルデザインに配慮しています。また、窓
口担当者側には、窓口に設置するパソコンやLANケーブル、受付発券機の配線を個別に収納す
る配線ダクト等を配し、窓口業務を快適に行なえるようサポートします。

自治体窓口向けカウンター「ＦＢシリーズ」を発売 （短信：4ページ）

～来訪者と窓口担当者に快適性を～

ＦＢシリーズ 車椅子利用に対応した
キックガード

引き出しを細かく分けた
収納庫



業界初ノック式「テープのり＜ドットライナーノック＞」を発売
～ワンプッシュで簡単にのり付け～ （短信：4ページ）
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コクヨS&T株式会社は、「のり」がドット（＝点）状に粘着し、平成17年の発売以来シリーズ
累計販売数2,400万個以上を販売した「ドットライナー」の新シリーズとして、ペン間隔で素
早くのり付けできる「テープのり＜ドットライナーノック＞」を発売しました。

ドットライナーノックは、棒状の本体に縦長の詰め替えカートリッジを搭載し、ペンケースに
収納しやすい形になっています。また、上部のノックを押すと先端のカバーがひらいて中か
らテープが出てくる仕組みを採用しており、簡単にのり付けできます。

ノック部分を押せばすぐに使えます ペンケースに収まるスリムサイズ

デスクトップシュレッダー「Ｓ－ｆｌｏａｔ（エスフロート）」を発売
～業界初、高さが変わるシュレッダー～

コクヨS&T株式会社は、使わない時は本体の高さを約30 %縮めることができ、収納や持ち運
びに便利なデスクトップシュレッダー「S-float（エスフロート）」を発売しました。

今回発売するS-floatは、本体の高さを約30%縮小できるため、使わない時は棚などにコンパ
クトに収納できるうえ、持ち運びにも便利なシュレッダーです。本体はコンパクトながら、連続細
断時間は約10分、ゴミ袋の容量はA4用紙約26枚分、さらに、ゴミ袋が満杯になったことを知ら
せる満杯センサーが付いており、まとめて細断するための機能を充実させています。

カラーは、リビングや書斎のインテリアに映えるノーブルホワイト・ライプレッド・ビターブラウン
の3色を揃え、作動音も小さいため家庭での使用に 適です。

簡単に持ち運びができるコンパクトサイズ
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株式会社カウネットは、多機能情報端末iPad上で、文具・事務用品などのオフィス用品を仮想

オフィスを利用しながら購入できる無料アプリ「Office！（オフィス）」の配信を開始しました。

仮想オフィスの中には「会議室」、「ファイル保管庫」、「コピー室」などがあり、それぞれに対応し

たカウネットのおすすめ商品を掲載しているほか、約29,400品番の中からお客様が独自に選ん

だ商品も登録しておくことができます。例えば「備品室」にはよく注文する文具、「給湯室」なら常

備しているお茶やコーヒーなどというように、定期的に注文するアイテムを整理しておくことで、簡

単に注文することができるようになります。

ｉＰａｄ向け無料アプリ「Ｏｆｆｉｃｅ！」の配信開始
～仮想オフィスを使って楽しみながら購入～

アプリ内の仮想オフィス 部屋をクリックすると定番アイテム等が表示されます

コクヨS&T株式会社は、ぺんてる株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役社長：堀江圭馬、
以下ぺんてる）と、欧州全域、中東、アフリカでの文具製品に関する販売業務提携契約の締結
に合意しました。

本提携の第一歩として、テープのりドットライナーに、ぺんてるとコクヨ、2つのブランドを冠し、
ぺんてるの海外販路を活用して、平成23年5月から販売を開始します。

ドットライナーの販売は、日本国内の他、中国でもグループの国誉商業（上海）有限公司が展
開する事務用品通販Easybuyや現地代理店を通じて行っています。今回、欧州、中東、アフリカ
での販売拡大を検討していた当社と、海外における取り扱い商材の拡大を検討していたぺんて
るの狙いが合致し、販売業務提携に至りました。なお、取扱商品については今後、順次拡大を
検討していきます。

当社は、同商品のグローバル展開を前進させ、平成25年度には海外売上500百万円を目指し
ます。

ぺんてる株式会社と海外における販売提携契約締結に合意
～ドットライナーの海外販売を拡大～

ぺんてるとコクヨ、２つのブランドを冠したドットライナー


